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 北九州市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する

。 

  平成３１年３月２７日 

                    北九州市長 北 橋 健 治 

北九州市規則第１６号 

北九州市国民健康保険条例施行規則の一部を改正する規則 

第１条 北九州市国民健康保険条例施行規則（昭和４３年北九州市規則第４１

号）の一部を次のように改正する。 

  第８条第１項第２号中「被保険者１人につき２７万５，０００円」を「世

帯主の世帯に属する被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数に２７

万５，０００円を乗じて得た金額」に改め、同条第２項各号列記以外の部分

中「被保険者１人につき５０万円」を「世帯主の世帯に属する被保険者の数

と特定同一世帯所属者の数の合計数に５０万円を乗じて得た金額」に改める

。 

第１０条第１項第２号中「１人につき２７万５，０００円」を「の数と特

定同一世帯所属者の数の合計数に２７万５，０００円を乗じて得た金額」に

改め、同条第３項各号列記以外の部分中「第２９条の７第２項第９号ロ」を

「第２９条の７第２項第８号ロ」に改め、同項第１号ウ中「第２９条の７第

２項第９号ハ」を「第２９条の７第２項第８号ハ」に改める。 

第２条 北九州市国民健康保険条例施行規則の一部を次のように改正する。 

  第７条の見出し中「普通徴収等」を「普通徴収」に改め、同条第１項各号

列記以外の部分中「納付し、又は徴収事務を担当する職員が世帯主の住所等

において直接徴収する」を「納付する」に改め、同条第２項を削る。 

  第８条第１項第２号中「２７万５，０００円」を「２８万円」に改め、同

条第２項各号列記以外の部分中「５０万円」を「５１万円」に改める。 

第１０条第１項第２号中「２７万５，０００円」を「２８万円」に改める

。 

   付 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成３１年４月１日から施行する。ただし、第１条の規定は

、公布の日から施行する。  

（経過措置） 

２ 第２条の規定による改正後の第８条及び第１０条の規定は、平成３１年度

以後の年度分の保険料について適用し、平成３０年度以前の年度分の保険料

については、なお従前の例による。 
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北九州市上下水道局管理規程第２号 

 北九州市上下水道局公有財産管理規程の一部を改正する規程を次のように定

める。 

  平成３１年３月２７日 

北九州市上下水道局長 有 田 仁 志   

   北九州市上下水道局公有財産管理規程の一部を改正する規程 

 北九州市上下水道局公有財産管理規程（昭和５５年北九州市水道局管理規程

第２号）の一部を次のように改正する。 

 第２８条を次のように改める。 

（督促及び延滞金） 

第２８条 使用料を納付期限までに納付しない者があるときは、当該使用料の

納付期限の翌日から起算して２０日以内に督促状を発して督促する。 

２ 前項の規定により督促した場合においては、当該使用料の納付期限の翌日

から納付の日までの期間の日数に応じ、当該使用料の金額に年１４．６パー

セント（当該使用料の納付期限の翌日から１月を経過する日までの期間につ

いては、年７．３パーセント）の割合を乗じて計算した金額に相当する延滞

金を徴収する。 

３ 前項の規定により延滞金の金額を計算する場合において、その計算の基礎

となる使用料の金額に１，０００円未満の端数があるとき、又はその使用料

の金額の全額が２，０００円未満であるときは、その端数金額又はその全額

を切り捨てる。 

４ 前２項の規定により計算した延滞金の金額に１００円未満の端数があると

き、又はその全額が１，０００円未満であるときは、その端数金額又はその

全額を切り捨てる。 

５ 前３項の規定にかかわらず、局長が特に理由があると認めるときは、第２

項に規定する延滞金を減免することができる。 

 第４０条の見出し中「納付期日」を「納付期日等」に改め、同条に次の１項

を加える。 

２ 前項の貸付料を納付期限までに納付しない者があるときは、当該貸付料の

納付期限の翌日から起算して３０日以内に督促状を発して督促する。 

 第４０条の次に次の１条を加える。 

（延滞損害金） 

第４０条の２ 普通財産の貸付料に係る延滞損害金については、北九州市公有

財産管理規則（昭和３９年北九州市規則第６１号）第２０条の規定を準用す

る。 
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 第４４条中「、第２８条」を削る。 

付則中第３項を第４項とし、第２項の次に次の１項を加える。 

（延滞金の割合の特例） 

３ 当分の間、第２８条第２項に規定する延滞金の年１４．６パーセントの割

合及び年７．３パーセントの割合は、同項の規定にかかわらず、各年の特例

基準割合（当該年の前年に租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９

３条第２項の規定により告示された割合に年１パーセントの割合を加算した

割合をいう。以下この項において同じ。）が年７．３パーセントの割合に満

たない場合には、その年（以下この項において「特例基準割合適用年」とい

う。）中においては、年１４．６パーセントの割合にあっては当該特例基準

割合適用年における特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割

合とし、年７．３パーセントの割合にあっては当該特例基準割合に年１パー

セントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年７．３パーセントの割

合を超える場合には、年７．３パーセントの割合）とする。 

   付 則 

（施行期日） 

１ この規程は、平成３１年３月２７日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第２８条第２項から第５項までの規定及び付則第３項の規定は、

この規程の施行の日前に発生した延滞金についても適用する。 
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